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新教育委員会制度の運用実態に係る教育長の評価 
―2018 年三重県市町教育委員会教育長のアンケート調査報告― 
 
坪井 守1、伊東 直人2  
 
要旨 
本論文は、新教育委員会制度移行後の運用実態について、新教育長の意識・評価を調査
したものある。この調査は、調査の全体像と結果の概要を報告することが目的であるため、
単純集計から得られた主な知見を挙げると次の点である。 
まず、首長と教育長の連携等では、①首長の多くは、教育長に教育施策を全面的に委任
しており、教育長の多くが首長との意思疎通が図られていると考えている、②多くの教育
長は、新教育委員会制度移行後も国や県の影響力には変化を感じていないものの、首長の
影響力については、やや大きくなったと感じている、③新教育委員会制度の実施に伴い、
従来に比べ自治体の特性を生かした教育施策が展開できたと捉えている教育長がいる一方、
７～８割の教育長は変化を感じていない、④今後の教育委員会制度に対しては、大半の教
育長が新制度を今後も存続していくことが望ましいと考えている等が挙げられる。また、
教育長の教育委員兼任制廃止に伴う教育委員会の機能強化に係る教育長の考えでは、⑤現
在の教育委員の研修に関しては、市では現状のままでよいとしている一方、町では考えに
散らばりが見られる、⑥教育委員の定数増については、増やす必要はないと考えている教
育長が市町ともに５割を占めている一方、それ以外の教育長の考えは様々である、⑦教育
委員の職務の見直しに賛成の教育長は、市町ともに殆ど見られない等の結果が得られた。 
 
キーワード 
新教育委員会制度，総合教育会議，連携，首長，専任の新教育長 
 
１．本調査の問題関心と目的 
本調査は、新教育委員会制度が平成 27 年４月より本格実施されてから約２年半ほど経
過した時点で実施したものである。この時点で三重県市町教育委員会の教育長の多くは、
新制度下の教育長として就任している（市は 14 市全てが新制度移行、町は 15 町中 11 町
が新制度移行）。こうした状況に鑑み、本調査は、新教育長に対して新教育委員会制度の
運用実態に係る意識・評価を中心にアンケート調査を実施し、新制度移行後の現状をどう
認識し、今後の方向性をどのように考えているかを明らかにすることを目的としている。 
                                                   
1 こども教育学部こども教育学科  
2 津市立白塚小学校  
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また、従来の教育委員会制度の運用等に係る教育長等の意識・評価等についての先行研
究は、新教育委員会制度実施以前に小川・藤森・青木（1999）及び村上（2014）が全国規
模の調査を実施している（1）(2)。しかしながら、新制度移行後の三重県市町教育委員会の新
教育長の意識や評価はどのように変化しているのか、または、変化していないのかについ
ての検討を加えたいと考え、本調査を実施することとした。 
 周知の通り、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律は、平成
27 年４月１日から施行された。その背景には、従来の教育委員会制度は、教育の政治的中
立性と継続性・安定性を確保し、教育行政に多様な民意を反映する仕組みとして、長年に
わたり大きな役割を果たしてきたものの、一方で、いじめや体罰に起因するとみられる自
殺事件をきっかけとして、教育委員会に対しては、責任の不明確さ、閉鎖的体質、危機管
理能力の低さなどの問題を指摘する声が高まったことにある。  
そうした中、新教育委員会制度では、執行機関としての教育委員会は維持されたものの、
一方で新たな仕組みとして総合教育会議や専任化された新教育長の設置が義務づけられた
が、このことは、新しい教育委員会の形の下で、教育委員会をどのように運営していくか
という運営上の工夫と配慮をこれまで以上に、教育委員会関係者に求めていることを意味
している(3)。 
今回の調査では、三重県市町教育委員会教育長に対し、新教育委員会制度の運用実態に
係る意識・評価を把握するため、広範囲にわたり設問項目を設け実施した。しかしながら、
本論文では紙幅の都合上、主に新制度後の「総合教育会議の実施状況」、「教育長と首長
との連携」、「教育委員会の諸会議の実施状況」、「新制度に対する教育長の考え」、「教
育委員の在り方に対する教育長の考え」の設問項目に絞り、まとめることとした。  
 
２．調査の概要 
2.1．調査時期 
本調査は、平成 29 年 11 月 27 日～平成 30 年 1 月 19 日にかけ実施した。  
 2.2．調査対象及び調査方法 
三重県内 29 市町教育委員会の教育長を対象にした悉皆調査とし、調査票（回答票を含
む）を各教育委員会事務局に郵送し、回収した。  
 2.3．回収率 
市教育長は 71.4％（14 市中 10 市）、町教育長は 80.0％（15 町中 12 町）であった。 
 
３．調査結果の概要 
設問項目の関係分（抜粋）「新教育委員会制度後の『総合教育会議の実施状況』、『教
育長と首長との連携』、『教育委員会の諸会議の実施状況』、『新制度に対する教育長の
考え』、『教育委員の在り方に対する教育長の考え』を集計・分析したものを紹介する。  
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3.1．「総合教育会議」の実施状況 
１）「総合教育会議」の設置 
「総合教育会議」の設置については、表 1‐1 からも分かるように、市町の全てが「設置
している」と回答している（平成 30 年 1 月現在）。 
表 1-1「総合教育会議」の設置 
Ｑ1-1 市 町 
１．設置している 
２．設置していない 
 10（100.0％） 
 ０ 
 12（100.0％） 
 ０ 
合計  10（100％）  12（100％） 
次に、「総合教育会議」の設置時期について、市では、新教育委員会制度に法改正され
た「平成 27 年４月」と回答したのが５割、「平成 27 年５～８月」と回答したのが５割で
ある。また、町では、「平成 27 年４月」と回答したのが６割弱、「平成 27 年５～８月」
と回答したのが 2.5 割である。あとの２町は、27 年度中に設置している。 
表 1-2「総合教育会議」の設置時期 
Ｑ1-2 市 町 
１．平成 27 年 4 月 
２．平成 27 年 5～8 月 
３．平成 27 年 9 月以降 
 ５（50.0％） 
 ５（50.0％） 
 ０ 
 ７（58.3％） 
 ３（25.0％） 
 ２（16.7％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
２）「総合教育会議」の事務局 
「総合教育会議」の事務局は、表２からも分かるように、市では、「首長部局」が７割
を占め、「教育委員会事務局」が３割である。町では「首長部局」と「教育委員会事務局」
との割合が半々である。 
表２「総合教育会議」の事務局 
Ｑ２ 市 町 
１． 首長部局 
２．教育委員会事務局 
 ７（70.0％） 
 ３（30.0％） 
 ６（50.0％） 
 ６（50.0％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
３）「総合教育会議」の開催頻度 
「総合教育会議」の開催頻度は、表３からも分かるように、市の多くは「２～３回」と
回答しているが、中には「10～11 回」と回答している市もある。一方、町では「１回」と
「２～３回」を合わせた回答が 10 割を占めており、殆どの町が、年 1～３回程度開催して
いることが窺える。 
表３「総合教育会議」の開催頻度（回／年） 
Ｑ３ 市 町 
１．１回 
２．２～３回 
３．４～９回 
４．10～11 回 
５．12 回以上 
 １（10.0％） 
 ８（80.0％） 
 ０ 
 １（10.0％） 
 ０ 
 ３（25.0％） 
 ９（75.0％） 
 ０ 
 ０ 
 ０ 
合計  10（100％）  12（100％） 
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４）「大綱」の内容 
Ｑ４ 
市 👤 一人一人が輝くこと、一人一人が心豊かで健やかに成長し、自立し、共に生きることを目  
指して  
👤・確かな学力をもち、意欲的に未来を切り拓く子どもを育てます。  
 ・スポーツや文化に親しみ、仲間と社会を生き抜く子どもを育てます。  
 ・ふるさと〇〇（市名）を愛し、自らの夢を抱く子どもを育てます。  
 ・思いやりを大切にし、新たな〇〇（市名）をつくる子どもを育てます。  
👤・教員が子ども達と向き合う時間の確保  
 ・組織的・機動的な学校経営  
 ・まち全体で子ども達を支援する教育環境の整備  
👤 社会人になっても通用する問題解決能力の育成、都市の特長を生かした〇〇市（市名）な  
らではの教育の推進など、５つの理念を掲げている。  
👤 教育の理念及び基本方針を策定  
👤 目指す子どもの姿、基本理念、基本目標、施策の基本方針  
👤 大綱の概要（位置付け、期間）、目指す教育（基本理念、基本方針）、大綱の推進  
👤 ①大綱策定の趣旨、②対象期間、③〇〇市（市名）まちづくりの主な課題、④〇〇市（市  
名）が目指す学校教育（「〇〇市（市名）新しい学校づくり推進ビジョン」による教育の方  
向性）、⑤〇〇市（市名）の教育基本目標（健やかに育ち、個性が輝く人づくり）  
👤 ①確かな学力を身に付けた子どもの育成、②豊かな心を持つ子どもの育成、③健やかに生
きていくための身体を持つ子どもの育成、④「学びのセーフティーネット」の構築、⑤学習
機会の充実、⑥文化の継承・振興、⑦スポーツの振興、⑧人づくりとまちづくりの好循環  
👤 大綱は市の総合計画に則るとともに、教育振興基本計画「〇〇市（市名）子ども教育ビジ
ョン」の基本理念を意識し、重点的に取り組んでいく事項を５つの基本方針にまとめた。計
画期間は、2016 年度から 2020 年度までの５年間。  
👤 策定の趣旨、計画期間、下記の内容項目  
学校教育…… (1)教育内容の充実、(2)教育環境の整備と教員の資質の向上、(3)家庭や地域と  
（幼稚園教育）   の連携と安全確保  
学校教育…… (1)学力向上の推進、(2)教職員の資質能力の向上、(3)豊かな心の育成、(4)健や  
（義務教育）    かな体の育成、(5)特別支援教育の充実、(6)小・中連携教育の推進、(7)安全  
で安心な学校環境づくり、 (8)保護者や地域との連携  
青少年健全育成…… (1)子どもの見守りと問題行動への対応、 (2)子どもの読書活動の推進、 
(3)体験活動等の青少年活動の充実  
 生涯学習…… (1)多様な生涯学習機会の提供、 (2)市民と行政が協働した生涯学習事業実施、  
(3)生涯学習環境の整備  
生涯スポーツ…… (1)生涯スポーツの普及と促進、(2)競技スポーツの推進、(3)スポーツ施設
の整備と充実  
文化芸術…… (1)文化や芸術に触れる機会の提供、(2)文化・芸術の場の提供、(3)市民主体の  
文化活動の支援、 (4)文化的資源の継承と活用 
町 👤 就学前教育の推進、学校教育の推進、青少年の健全育成、生涯学習の推進、学校と地域の
共創の推進  
👤 これまでの〇〇町（町名）教育方針をもって大綱とする。  
👤 教育理念「楽しみながら自ら学び、自ら育つ」  
👤・基本方針「人と文化を育むまちづくり」  
 ・基本施策「学校教育」、「生涯学習」、「生涯スポーツ」、「地域文化」、「青少年健全
育成」、「人権尊重」  
👤 ①豊かな人間性を育む教育の推進、②確かな学力と社会参画力を育む教育の推進力など、
全８項目を記述。→「教育振興計画を教育大綱とする」ことを総合教育会議で決定する。  
👤 時代の人づくりにつながる教育のまち  
👤 ①学校教育、②家庭教育、③社会教育  
👤 幼児教育、義務教育、社会教育の基本的な考え方  
👤 ①幼児期から学齢期までの子ども達の保育・教育を保障するため、教育委員会、家庭、地
域が連携した教育環境整備の推進、②子どもから大人まで、誰でもいつでも、どこでも学び
活かせる環境づくりの推進、③国史跡及び日本遺産を活用したまちづくりの推進と地域の
伝統文化を継承していく郷土愛に満ちた人材の育成   
👤 基本理念、基本方針、基本施策  
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3.2.教育長と首長との連携 
５）首長の教育政策に対するスタンスについて 
「教育長に教育施策を全面的に委任しているか。」に対する回答（表 5-1 参照）は、市
では、「当てはまる」と「まあまあ当てはまる」を合わせた回答が８割を占め、町では、
10 割を占めている。 
表 5-1「教育長に教育施策を全面的に委任しているか。」 
Ｑ5-1 市 町 
１．当てはまる 
２．まあまあ当てはまる 
３．どちらともいえない 
４．あまり当てはまらない 
５．当てはまらない 
 ４（40.0％） 
 ４（40.0％） 
 １（10.0％） 
 １（10.0％） 
 ０ 
 ４（33.3％） 
 ８（66.7％） 
 ０ 
 ０ 
 ０ 
合計  10（100％）  12（100％） 
「教育長のアイデアを尊重しているか。」に対する回答（表 5-2 参照）は、「当てはま
る」と「まあまあ当てはまる」を合わせた回答が、市では 10 割を占め、町では９割強を占
めている。 
表 5-2「教育長のアイデアを尊重しているか。」 
Ｑ5-2 市 町 
１．当てはまる 
２．まあまあ当てはまる 
３．どちらともいえない 
４．あまり当てはまらない 
５．当てはまらない 
 ５（50.0％） 
 ５（50.0％） 
 ０ 
 ０ 
 ０ 
 ２（16.7％） 
 ９（75.0％） 
 １（ 8.3％） 
 ０ 
 ０ 
合計  10（100％）  12（100％） 
「教育長の政策提言を支援しているか。」に対する回答（表 5-3 参照）は、市町ともに、
「当てはまる」と「まあまあ当てはまる」を合わせた回答が、10 割を占めている。 
表 5-3「教育長の政策提言を支援しているか。」 
Ｑ5-3 市 町 
１．当てはまる 
２．まあまあ当てはまる 
３．どちらともいえない 
４．あまり当てはまらない 
５．当てはまらない 
 ７（70.0％） 
 ３（30.0％） 
 ０ 
 ０ 
 ０ 
 ２（16.7％） 
 10（83.3％） 
 ０ 
 ０ 
 ０ 
合計  10（100％）  12（100％） 
「首長がアイデアを積極的に提案するか。」に対する回答（表 5-4 参照）は、市では、
「まあまあ当てはまる」が４割、「どちらともいえない」が５割、「あまり当てはまらな
い」が１割と散らばりが見られた。また、町では、「当てはまる」と「まあまあ当てはま
る」を合わせて３割強、「どちらともいえない」が４割強、「あまり当てはまらない」が
2.5 割であり、市と同様に散らばりが見られる。 
表 5-4「首長がアイデアを積極的に提案するか。」 
Ｑ5-4 市 町 
１．当てはまる 
２．まあまあ当てはまる 
３．どちらともいえない 
４．あまり当てはまらない 
５．当てはまらない 
 ０ 
 ４（40.0％） 
 ５（50.0％） 
 １（10.0％） 
 ０ 
 １（ 8.3％） 
 ３（25.0％） 
 ５（41.7％） 
 ３（25.0％） 
 ０ 
合計  10（100％）  12（100％） 
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「首長は政策を発案するが教育長と事前協議をするか。」に対する回答（表 5-5 参照）
は、市では、「当てはまる」と「まあまあ当てはまる」を合わせて５割、「どちらともい
えない」が４割であり、町では、「当てはまる」と「まあまあ当てはまる」を合わせて８
割強を占めている。 
表 5-5「首長は政策を発案するが教育長と事前協議をするか。」 
Ｑ5-5 市 町 
１．当てはまる 
２．まあまあ当てはまる 
３．どちらともいえない 
４．あまり当てはまらない 
５．当てはまらない 
 ４（40.0％） 
 １（10.0％） 
 ４（40.0％） 
 １（10.0％） 
 ０ 
 ４（33.4％） 
 ６（50.0％） 
 １（ 8.3％） 
 １（ 8.3％） 
 ０ 
合計  10（100％）  12（100％） 
「政策は首長部局との事前協議が必須であるか。」に対する回答（表 5-6 参照）は、市
では、「当てはまる」と「まあまあ当てはまる」を合わせて５割、「どちらともいえない」
が４割であり、町では、「当てはまる」と「まあまあ当てはまる」を合わせて８割強を占
めている。 
表 5-6「政策は首長部局との事前協議が必須であるか。」 
Ｑ5-6 市 町 
１．当てはまる 
２．まあまあ当てはまる 
３．どちらともいえない 
４．あまり当てはまらない 
５．当てはまらない 
 ４（40.0％） 
 １（10.0％） 
 ４（40.0％） 
 １（10.0％） 
 ０ 
 ５（41.7％） 
 ５（41.7％） 
 １（ 8.3％） 
 ０ 
 １（ 8.3％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
「首長はよく政策の説明を求め、政策を変更する場合もあるか。」に対する回答（表 5-
7 参照）は、市では、「どちらともいえない」が７割を占め、町では、「まあまあ当てはま
る」が３割強あり、町の方が、政策変更を求められる傾向が高いことが窺える。 
表 5-7「首長はよく政策の説明を求め、政策を変更する場合もあるか。」 
Ｑ5-7 市 町 
１．当てはまる 
２．まあまあ当てはまる 
３．どちらともいえない 
４．あまり当てはまらない 
５．当てはまらない 
 １（10.0％） 
 ０ 
 ７（70.0％） 
 ０ 
 ２（20.0％） 
 ０ 
 ４（33.3％） 
 ５（41.7％） 
 １（ 8.3％） 
 ２（16.7％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
「首長自身が具体的な指示をするか。」に対する回答（表 5-8 参照）は、市では、「ど
ちらともいえない」が６割で、「当てはまる」が２割、「あまり当てはまらない」が２割
と散らばりが見られる。また、町でも、「当てはまる」と「まあまあ当てはまる」を合わ
せて５割を占めるものの、全体的に散らばりが見られる。 
表 5-8「首長自身が具体的な指示をするか。」 
Ｑ5-8 市 町 
１．当てはまる 
２．まあまあ当てはまる 
３．どちらともいえない 
４．あまり当てはまらない 
５．当てはまらない 
 ２（20.0％） 
 ０ 
 ６（60.0％） 
 ２（20.0％） 
 ０ 
 １（ 8.3％） 
 ５（41.7％） 
 ３（25.0％） 
 １（ 8.3％） 
 ２（16.7％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
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６）教育長と首長との接触・連絡頻度について 
「教育長と首長との接触・連絡頻度」に対する回答（表６参照）は、市では、「週に１
回位」と回答した教育長が５割を占め、次いで「月に１～２回位」と回答した教育長が３
割である。また、町では、「月に１～２回位」と回答した教育長が９割強を占めている。
町に比べ市の方が、首長との接触・連絡がやや多い傾向が見られる。 
表６ 教育長と首長との接触・連絡頻度 
Ｑ６ 市 町 
１．ほぼ毎日 
２．週に 2～3 回 
３．週に 1 回位 
４．月に 1～2 回位 
５．半年に数回以下 
  （回答なし） 
 ０ 
 １（10.0％） 
 ５（50.0％） 
 ３（30.0％） 
 ０ 
 １（10.0％） 
 ０ 
 ０ 
１（ 8.3％） 
 11（91.7％） 
 ０ 
 
合計  10（100％）  12（100％） 
７）教育長と首長との接触・連絡の契機について 
「教育長と首長との接触・連絡の契機」に対する回答（表７参照）は、市では、「同じ
くらい」と回答した教育長が６割を占め、次いで「こちらからが多い」と回答した教育長
が３割である。逆に町では、「こちらからが多い」と回答した教育長が６割弱を占め、次
いで「同じくらい」と回答した教育長は 2.5 割である。市・町ともに、首長からよりも教
育長の方から接触・連絡する傾向が見られる。 
表７ 教育長と首長との接触・連絡の契機 
Ｑ７ 市 町 
１．こちらからが多い 
２．同じくらい 
３．相手からが多い 
 ３（30.0％） 
 ６（60.0％） 
 １（10.0％） 
 ７（58.3％） 
 ３（25.0％） 
２（16.7％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
８）教育長と首長との意思疎通の程度について 
「教育長と首長との意思疎通の程度」に対する回答（表８参照）は、市では、「よくで
きている」と「まあまあできている」を合わせた回答が９割（１市が「回答なし」）を占
めている。また、町でも「よくできている」と「まあまあできている」を合わせた回答が
10 割を占めている。市町ともに教育長と首長との連携はうまく機能していることが窺える。 
表８ 教育長と首長との意思疎通の程度 
Ｑ８ 市 町 
１．よくできている 
２．まあまあできている 
３．どちらともいえない 
４．あまりできていない 
５．できていない 
  （回答なし） 
 ４（40.0％） 
 ５（50.0％） 
 ０ 
 ０ 
 ０ 
 １（10.0％） 
 ５（41.7％） 
 ７（58.3％） 
０ 
０ 
０ 
合計  10（100％）  12（100％） 
 
3.3.教育委員会の諸会議の実施状況 
９）「教育委員会の会議は実質的審議は行われず、形骸化している」との批判（主張）に
対する教育長の意見について 
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「『教育委員会の会議は実質的審議は行われず、形骸化している』との批判（主張）に
対する教育長の意見」についての回答（表９参照）は、市では、「そう思わない」と「ど
ちらかといえばそう思わない」を合わせた回答が９割を占めている。町では「どちらとも
いえない」が５割で、「そう思わない」と「どちらかといえばそう思わない」を合わせた
回答が５割である。町よりも市の教育長の方が、教育委員会の会議は形骸化していないと
考えている。 
表９「教育委員会の会議は実質的審議は行われず、形骸化している」との批判（主張）に対する教育 
長の意見 
Ｑ９ 市 町 
１．そう思う 
２．どちらかといえばそう思う 
３．どちらともいえない 
４．どちらかといえばそう思わない 
５．そう思わない 
６．わからない 
 ０ 
 ０ 
 １（10.0％） 
 ４（40.0％） 
 ５（50.0％） 
 ０ 
 ０ 
 ０ 
 ６（50.0％） 
 １（ 8.3％） 
 ５（41.7％） 
 ０ 
合計  10（100％）  12（100％） 
10）教育委員会の会議運営の状況について 
「議論が尽くされる。」に対する回答（表 10 参照）は、市では、「当てはまる」と「ま
あまあ当てはまる」を合わせた回答が８割を占めている。また、町でも「当てはまる」と
「まあまあ当てはまる」を合わせた回答が 7.5 割を占めている。市町ともに会議が活発に
なされていることが窺える。 
表 10「議論が尽くされる。」 
Ｑ10 市 町 
１．当てはまる 
２．まあまあ当てはまる 
３．どちらともいえない 
４．あまり当てはまらない 
５．当てはまらない 
 ３（30.0％） 
 ５（50.0％） 
 ２（20.0％） 
 ０ 
 ０ 
 ２（16.7％） 
 ７（58.3％） 
 ２（16.7％） 
 １（ 8.3％） 
 ０ 
合計  10（100％）  12（100％） 
11）教育委員会の活性化策としての会議の持ち方・運営方法の工夫について 
「開催回数を出来るだけ増やして、教育委員による議論の機会を最大限確保する。」に
対する回答（表 11-1 参照）は、市では、「どちらともいえない」の回答は６割を占めるも
のの、意見に散らばりが見られる。一方、町では、「どちらともいえない」の回答は５割
で、「まあまあ当てはまる」が４割強である。 
表 11-1「開催回数を出来るだけ増やして、教育委員による議論の機会を最大限確保す。」 
Ｑ11-1 市 町 
１．当てはまる 
２．まあまあ当てはまる 
３．どちらともいえない 
４．あまり当てはまらない 
５．当てはまらない 
 １（10.0％） 
 １（10.0％） 
 ６（60.0％） 
 ０ 
 ２（20.0％） 
 ０ 
 ５（41.7％） 
 ６（50.0％） 
 ０ 
１（ 8.3％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
「十分な審議が行われるよう、案件を事前に教育委員に説明（資料配付）する。」に対
する回答（表 11-2 参照）は、市では、「当てはまる」と「まあまあ当てはまる」の回答を
合わせると９割を占めている。一方、町では「当てはまらない」と「あまり当てはまらな
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い」を合わせた回答が６割弱、「当てはまる」と「まあまあ当てはまる」を合わせた回答
が４割強であり、市に比べ教育委員に審議案件を事前に知らせる体制が整っていないこと
が窺える。 
表 11-2「十分な審議が行われるよう、案件を事前に教育委員に説明（資料配付）する。」 
Ｑ11-2 市 町 
１．当てはまる 
２．まあまあ当てはまる 
３．どちらともいえない 
４．あまり当てはまらない 
５．当てはまらない 
 ７（70.0％） 
 ２（20.0％） 
 ０ 
 ０ 
 １（10.0％） 
 １（ 8.3％） 
 ４（33.4％） 
 ０ 
 ６（50.0％） 
１（ 8.3％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
「地域住民ができるだけ傍聴しやすいよう、夜間の開催など開催時間を工夫する。」に
対する回答（表 11-3 参照）は、市では、「当てはまらない」と「あまり当てはまらない」
を合わせた回答は８割を占めている。また、町では「当てはまらない」と「あまり当ては
まらない」を合わせた回答は７割弱を占めている。市町ともに、夜間での会議開催は、活
性化策としてはあまり重視していないことが窺える。 
表 11-3「地域住民ができるだけ傍聴しやすいよう、夜間の開催など開催時間を工夫する。」 
Ｑ11-3 市 町 
１．当てはまる 
２．まあまあ当てはまる 
３．どちらともいえない 
４．あまり当てはまらない 
５．当てはまらない 
 １（10.0％） 
 ０ 
 １（10.0％） 
 ４（40.0％） 
 ４（40.0％） 
 ０ 
 ２（16.7％） 
 ２（16.7％） 
 ４（33.3％） 
４（33.3％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
「会議開催後、速やかに会議録を作成し住民にインターネット等により公開する。」に
対する回答（表 11-4 参照）は、市では、「当てはまる」と「まあまあ当てはまる」を回答
を合わせた回答は９割を占めており、情報公開を積極的に行っていることが窺える。町で
は、「当てはまらない」と「あまり当てはまらない」の合わせた回答が５割、「どちらと
もいえない」が３割強、「当てはまる」が２割弱と、全体的にばらつきが見られる。 
表 11-4「会議開催後、速やかに会議録を作成し住民にインターネット等により公開する。」 
Ｑ11-4 市 町 
１．当てはまる 
２．まあまあ当てはまる 
３．どちらともいえない 
４．あまり当てはまらない 
５．当てはまらない 
 ３（30.0％） 
 ６（60.0％） 
 ０ 
 １（10.0％） 
 ０ 
 ２（16.7％） 
 ０ 
４（33.3％） 
 １（ 8.3％） 
 ５（41.7％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
「首長との総合会議に積極的に臨む。」に対する回答（表 11-5 参照）は、市では、「当
てはまる」と「まあまあ当てはまる」の回答を合わせると 10 割を占めており、総合会議に
積極的に臨むことが活性化策として重要であると考えていることが窺える。一方、町では、
「当てはまる」と「まあまあ当てはまる」を合わせた回答が４割強、「どちらともいえな
い」が３割強、「当てはまらない」と「あまり当てはまらない」を合わせた回答が 2.5 割
と、全体的にばらつきが見られ、市に比べ活性化策としての重要度が低い。 
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表 11-5「首長との総合会議に積極的に臨む。」 
Ｑ11-5 市 町 
１．当てはまる 
２．まあまあ当てはまる 
３．どちらともいえない 
４．あまり当てはまらない 
５．当てはまらない 
 ５（50.0％） 
 ５（50.0％） 
 ０ 
 ０ 
 ０ 
 ３（25.0％） 
 ２（16.7％） 
４（33.3％） 
 ２（16.7％） 
 １（ 8.3％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
「住民公聴会を開催する。」に対する回答（表 11-6 参照）は、市では、「当てはまらな
い」の回答は８割を占め、「どちらともいえない」は２割である。一方、町では、「当て
はまらない」と「あまり当てはまらない」を合わせた回答は９割強を占めている。この結
果から、市町ともに「住民公聴会の開催」は活性化策として重視していないことが窺える。 
表 11-6「住民公聴会を開催する。」 
Ｑ11-6 市 町 
１．当てはまる 
２．まあまあ当てはまる 
３．どちらともいえない 
４．あまり当てはまらない 
５．当てはまらない 
 ０ 
 ０ 
 ２（20.0％） 
 ０ 
 ８（80.0％） 
 １（ 8.3％） 
 ０ 
 ０ 
２（16.7％） 
 ９（75.0％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
「移動教育委員会を開催する。」に対する回答（表 11-7 参照）は、市では、「当てはま
らない」の回答は７割を占め、「どちらともいえない」は２割である。一方、町では、「当
てはまらない」と「あまり当てはまらない」を合わせた回答は８割強を占めている。この
結果から、市町ともに「移動教育委員会の開催」は活性化策として重視していないことが
窺える。 
表 11-7「移動教育委員会を開催する。」 
Ｑ11-7 市 町 
１．当てはまる 
２．まあまあ当てはまる 
３．どちらともいえない 
４．あまり当てはまらない 
５．当てはまらない 
 １（10.0％） 
 ０ 
 ２（20.0％） 
 ０ 
 ７（70.0％） 
 １（ 8.3％） 
 １（ 8.3％） 
 ０ 
１（ 8.3％） 
 ９（75.0％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
「教育委員が学校などの教育機関への訪問を定期的に行い、意見交換をする。」に対す
る回答（表 11-8 参照）は、市では、「当てはまる」と「まあまあ当てはまる」の回答を合
わせると８割を占めており、学校などの教育機関を定期的に訪問し意見交換していること
が窺える。また、町でも「当てはまる」と「まあまあ当てはまる」の合わせた回答が８割
強を占めており、市と同様、活性化策として、「学校などの教育機関の定期的訪問」を重
視していることが窺える。 
表 11-8「教育委員が学校などの教育機関への訪問を定期的に行い、意見交換をする。」 
Ｑ11-8 市 町 
１．当てはまる 
２．まあまあ当てはまる 
３．どちらともいえない 
４．あまり当てはまらない 
５．当てはまらない 
 ６（60.0％） 
 ２（20.0％） 
 ２（20.0％） 
 ０ 
 ０ 
 ５（41.7％） 
 ５（41.7％） 
０ 
 ２（16.6％） 
 ０ 
合計  10（100％）  12（100％） 
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「教育関係以外の機関・団体（警察・自治会・経済団体）と定期的に意見交換する。」
に対する回答（表 11-9 参照）は、市では、「当てはまらない」と「あまり当てはまらない」
の回答を合わせると７割を占めており、学校などの教育機関に比べると警察や自治体、経
済団体等の訪問は、活性化策にはあまり繋がらないと捉えている。同様に、町でも「当て
はまらない」と「あまり当てはまらない」の合わせた回答が７割弱を占め、市と同様、活
性化策として、学校ほどには重視していないことが窺える。 
表 11-9「教育関係以外の機関・団体（警察・自治会・経済団体）と定期的に意見交換する。」 
Ｑ11-9 市 町 
１．当てはまる 
２．まあまあ当てはまる 
３．どちらともいえない 
４．あまり当てはまらない 
５．当てはまらない 
 ０ 
 ２（20.0％） 
 １（10.0％） 
 ３（30.0％） 
 ４（40.0％） 
 ０ 
 ３（25.0％） 
１（ 8.4％） 
 ４（33.3％） 
 ４（33.3％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
 
3.4.地方教育行政と教育委員会制度に対する教育長の考え 
12）新教育委員会制度になる前と比べ、教育行政や教育政策に対する国や県・首長の影響
力はどうかについて 
「国や県の影響力」についての回答（表 12-1 参照）は、市では、「変わらない」と回答
した教育長が 10 割を占めている。また、町でも「変わらない」と回答した教育長が８割強
を占めている。新教育委員会制度に移行されても、市町ともに国や県の影響力に変化を感
じていないことが窺える。 
表 12-1「国や県の影響力」 
Ｑ12-1 市 町 
１．大きくなった 
２．やや大きくなった 
３．変わらない 
４．やや小さくなった 
５．小さくなった 
 ０ 
 ０ 
 10（100.0％） 
 ０ 
 ０ 
 ０ 
 ２（16.7％） 
 10（83.3％） 
 ０ 
 ０ 
合計  10（100％）  12（100％） 
「首長の影響力」についての回答（表 12-2 参照）は、市では、「変わらない」と回答し
た教育長が６割、「大きくなった」と「やや大きくなった」を合わせた回答が４割で、意
見が分かれている。また、町でも「変わらない」と回答した教育長が 7.5 割を占めている
のに対し、「やや大きくなった」と回答した教育長は 2.5 割であり、意見が分かれている。
いずれにしても、新教育委員会制度に移行後は、国や県よりも首長の方が影響力がやや大
きくなったと感じている教育長がいることが窺える。 
表 12-2「首長の影響力」 
Ｑ12-2 市 町 
１．大きくなった 
２．やや大きくなった 
３．変わらない 
４．やや小さくなった 
５．小さくなった 
 １（10.0％） 
 ３（30.0％） 
 ６（60.0％） 
 ０ 
 ０ 
 ０ 
 ３（25.0％） 
 ９（75.0％） 
 ０ 
 ０ 
合計  10（100％）  12（100％） 
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13）「新教育委員会制度の実施に伴い、従来に比べ教育行政はどう変化したか」について 
「自治体の特性を生かした教育施策が展開できた。」に対する回答（表 13-1 参照）は、
市では、「どちらともいえない」の回答は５割、「まあまあ当てはまる」の回答が３割で、
ややばらつきが見られる。また、町では、「どちらともいえない」の回答が 7.5 割を占め、
「まあまあ当てはまる」の回答は２割弱である。 
表 13-1「自治体の特性を生かした教育施策が展開できた。」 
Ｑ13-1 市 町 
１．当てはまる 
２．まあまあ当てはまる 
３．どちらともいえない 
４．あまり当てはまらない 
５．当てはまらない 
（回答なし） 
 ０ 
 ３（30.0％） 
 ５（50.0％） 
 １（10.0％） 
 ０ 
 １（10.0％） 
 ０ 
 ２（16.7％） 
 ９（75.0％） 
 ０ 
 ０ 
 １（ 8.3％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
「教育委員会の政策立案能力が向上した。」に対する回答（表 13-2 参照）は、市では、
「どちらともいえない」の６割、「まあまあ当てはまる」の回答が２割で、ややばらつき
が見られる。また、町では「どちらともいえない」の回答が６割弱、「まあまあ当てはま
る」の回答は 2.5 割である。 
表 13-2「教育委員会の政策立案能力が向上した。」 
Ｑ13-2 市 町 
１．当てはまる 
２．まあまあ当てはまる 
３．どちらともいえない 
４．あまり当てはまらない 
５．当てはまらない 
（回答なし） 
 ０ 
 ２（20.0％） 
 ６（60.0％） 
 １（10.0％） 
 ０ 
 １（10.0％） 
 ０ 
 ３（25.0％） 
 ７（58.4％） 
 １（ 8.3％） 
 ０ 
 １（ 8.3％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
「地域住民との連携・協力が進んだ。」に対する回答（表 13-3 参照）は、市では、「ど
ちらともいえない」の回答は６割、「まあまあ当てはまる」の回答が２割で、ややばらつ
きが見られる。また、町では「どちらかともいえない」の回答が７割弱を占め、「まあま
あ当てはまる」の回答は２割弱である。 
表 13-3「地域住民との連携・協力が進んだ。」 
Ｑ13-3 市 町 
１．当てはまる 
２．まあまあ当てはまる 
３．どちらともいえない 
４．あまり当てはまらない 
５．当てはまらない 
（回答なし） 
 ０ 
 ２（20.0％） 
 ６（60.0％） 
 １（10.0％） 
 ０ 
 １（10.0％） 
 ０ 
 ２（16.7％） 
 ８（66.7％） 
 １（ 8.3％） 
 ０ 
 １（ 8.3％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
「自治体の町や地域づくりに積極的に関わるようになった。」に対する回答（表 13-4 参
照）は、市では、「どちらともいえない」の回答が４割、「まあまあ当てはまる」の回答
が３割、「あまり当てはまらない」の回答が２割であり、ばらつきが見られる。また、町
では「どちらかともいえない」の回答が７割弱を占めている。 
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表 13-4「自治体の町や地域づくりに積極的に関わるようになった。」 
Ｑ13-4 市 町 
１．当てはまる 
２．まあまあ当てはまる 
３．どちらともいえない 
４．あまり当てはまらない 
５．当てはまらない 
（回答なし） 
 ０ 
 ３（30.0％） 
 ４（40.0％） 
 ２（20.0％） 
 ０ 
 １（10.0％） 
 １（ 8.3％） 
 １（ 8.3％） 
 ８（66.7％） 
 １（ 8.3％） 
 ０ 
 １（ 8.3％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
「首長（部局）との連携・協力が進んだ。」に対する回答（表 13-5 参照）は、市では、
「当てはまる」と「まあまあ当てはまる」の回答は７割を占め、首長との連携・協力が進
んでいることが窺える。また、町でも、「当てはまる」と「まあまあ当てはまる」を合わ
せた回答は７割弱を占めており、首長との連携・協力が進んでいることが窺える。 
表 13-5「首長（部局）との連携・協力が進んだ。」 
Ｑ12-5 市 町 
１．当てはまる 
２．まあまあ当てはまる 
３．どちらともいえない 
４．あまり当てはまらない 
５．当てはまらない 
（回答なし） 
 ２（20.0％） 
 ５（50.0％） 
 １（10.0％） 
 １（10.0％） 
 ０ 
 １（10.0％） 
 ２（16.7％） 
 ６（50.0％） 
 ２（16.7％） 
 １（ 8.3％） 
 ０ 
 １（ 8.3％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
「教育委員会の会議は活性化し、実質的な審議が進んだ。」に対する回（表 12-6 参照）
は、市では、「当てはまる」と「まあまあ当てはまる」を合わせた回答は５割、「どちら
ともいえない」の回答が５割で、意見が分かれている。また、町では、「どちらともいえ
ない」の回答が全体の７割弱を占めているものの、やや意見の散らばりが見られる。 
表 13-6「教育委員会の会議は活性化し、実質的な審議が進んだ。」 
Ｑ13-6 市 町 
１．当てはまる 
２．まあまあ当てはまる 
３．どちらともいえない 
４．あまり当てはまらない 
５．当てはまらない 
（回答なし） 
 １（10.0％） 
 ４（40.0％） 
 ５（50.0％） 
 ０ 
 ０ 
 １（10.0％） 
 ０ 
 ２（16.7％） 
 ８（66.7％） 
 １（ 8.3％） 
 ０ 
 １（ 8.3％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
「地域住民への情報公開が進んだ。」に対する回答（表 13-7 参照）は、市では、「どち
らともいえない」の回答が６割を占め、「まあまあ当てはまる」の回答は３割で、意見が
分かれている。また、町では、「どちらともいえない」の回答が６割弱であるものの、意
見の散らばりが見られる。 
表 13-7「地域住民への情報公開が進んだ。」 
Ｑ13-7 市 町 
１．当てはまる 
２．まあまあ当てはまる 
３．どちらともいえない 
４．あまり当てはまらない 
５．当てはまらない 
（回答なし） 
 ０ 
 ３（30.0％） 
 ６（60.0％） 
 ０ 
 ０ 
 １（10.0％） 
 １（ 8.3％） 
 １（ 8.3％） 
７（58.3％） 
 ２（16.7％） 
 ０ 
 １（ 8.3％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
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14）今後の教育委員会制度に対する教育長の考えについて 
「現行の教育委員会制度をこのまま続ける。」に対する回答（表 14 参照）は、市では、
「現行の教育委員会制度をこのまま続ける。」の問いに対し、「賛成」と「どちらかとい
えば賛成」を合わせた回答は 10 割を占めている。また、「新教育長を責任者としつつ、教
育委員会を諮問機関に変更する。」の問いに対しては、「どちらともいえない」の回答が
５割、「反対」と「どちらかといえば反対」を合わせた回答が５割であり、意見が分かれ
る。また、「将来的には教育委員会制度を廃止しその事務を（首長部局）が行う」の問い
に対しては、「反対」と「どちらかといえば反対」を合わせた回答が９割を占め、教育委
員会制度の存続が望ましいと考える教育長が大半である。 
一方、町でも、「現行の教育委員会制度をこのまま続ける。」の問いに対し、「賛成」
と「どちらかといえば賛成」を合わせた回答は９割強を占めている。また、「新教育長を
責任者としつつ、教育委員会を諮問機関に変更する。」の問いに対しては、「どちらとも
いえない」の回答が４割強、「反対」と「どちらかといえば反対」を合わせた回答が４割
強であり、意見の散らばりが見られる。また、「将来的には教育委員会制度を廃止しその
事務を（首長部局）が行う」の問いに対しては、「反対」と「どちらかといえば反対」を
合わせた回答が８割強を占め、教育委員会制度の存続が望ましいと考える教育長が大半で
ある。 
表 14「現行の教育委員会制度をこのまま続ける。」 
【市】 
Ｑ14-1 現行の教育委員会
制度をこのまま続
ける 
新教育長を責任者と
しつつ、教育委員会
を諮問機関に変更す
る 
将来的には教育委員
会制度を廃止しその
事務を（首長部局）
が行う 
１．賛成 
２．どちらかといえば賛成 
３．どちらともいえない 
４．どちらかといえば反対 
５．反対 
 ４（40.0％） 
 ６（60.0％） 
 ０ 
 ０ 
 ０ 
 ０ 
 ０ 
 ５（50.0％） 
 ２（20.0％） 
 ３（30.0％） 
 ０ 
 ０ 
 １（10.0％） 
 ３（30.0％） 
 ６（60.0％） 
合計 10（100％）  10（100％）  10（100％） 
【町】 
Ｑ14-2 現行の教育委員会
制度をこのまま続
ける 
新教育長を責任者と
しつつ、教育委員会
を諮問機関に変更す
る 
将来的には教育委員
会制度を廃止しその
事務を（首長部局）
が行う 
１．賛成 
２．どちらかといえば賛成 
３．どちらともいえない 
４．どちらかといえば反対 
５．反対 
 ６（50.0％） 
 ５（41.7％） 
 １（ 8.3％） 
 ０ 
 ０ 
 ０ 
 ２（16.7％） 
 ５（41.7％） 
 ３（24.9％） 
 ２（16.7％） 
 ０ 
 ０ 
 ２（16.6％） 
 ５（41.7％） 
 ５（41.7％） 
合計 12（100％）  12（100％）  12（100％） 
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3.5.教育委員の在り方に対する教育長の考え 
15）教育委員の研修について 
 －(1) 教育委員の研修（教育委員会独自開催のもの）の頻度 
教育委員会の研修の回数については、表 15-(1)-1 によると、市町ともに「１～２回」が
最も多く、それぞれ４割と５割である。ただ、研修を実施していない市町もそれぞれ２割
と１割弱あり、全体に散らばりが見られる。 
表 15-(1)-1 研修回数（回／年） 
Ｑ15-(1)-1 市 町 
１．０回 
２．１～２回 
３．３～５回 
４．６回以上 
  （回答なし） 
 ２（20.0％） 
 ４（40.0％） 
 １（10.0％） 
 ２（20.0％） 
 １（10.0％） 
 １（ 8.3％） 
 ６（50.0％） 
４（33.3％） 
 ０ 
 １（ 8.3％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
１回当たりの研修の日間（時間）については、表 15-(1)-2 によると、市では「半日（４
時間程度）」が４割強であるが、全体に散らばりが見られる。特徴的なものとして「1 回当
たり２時間の研修を８日間実施している市」、「宿泊研修を年１回実施している市」が見
られる。一方、町では、「1 日（終日）」が８割を占めている。特徴的なものとして「１日
（終日）の研修を５日間実施している町」、「宿泊研修を年１回実施している町」が見ら
れる。 
表 15-(1)-2 期間（日間程度／１回平均） 
Ｑ15-(1)-2 実施７市 実施 10 町 
１．半日以下 
２．半日（4 時間程度） 
３．１日（終日） 
４．２日（宿泊含む）以上 
  （回答なし） 
 １（14.3％） 
 ３（42.8％） 
 １（14.3％） 
 １（14.3％） 
 １（14.3％） 
 ０ 
 ０ 
 ８（80.0％） 
 １（10.0％） 
 １（10.0％） 
  合計  ７（100％） 10（100％） 
 －(2) 現在の教育委員の研修に対する教育長の考え 
「現在の教育委員研修に対する教育長の考え」に対する回答は、以下の通りとなった（表
15-(2)参照）。市では、「現状のままでよい」と「どちらかといえば現状のままでよい」
を合わせた回答が８割を占めている。多くの教育長が、教育委員の研修には特段問題がな
いと考えていることが窺える。一方、町では、「現状のままでよい」と「どちらかといえ
ば現状のままでよい」を合わせた回答が５割弱で、「改善すべきである」が 2.5 割、「ど
ちらともいえない」が 2.5 割であり、教育長の考えに散らばりが見られる。 
表 15-(2) 現在の教育委員の研修に対する教育長の考え 
Ｑ15-(2) 市 町 
１．抜本的に改善すべきである 
２．改善すべきである 
３．どちらともいえない 
４．どちらかといえば現状のままでよい 
５．現状のままでよい 
６．わからない 
（回答なし） 
 ０ 
 ０ 
 １（10.0％） 
 ７（70.0％） 
 １（10.0％） 
 ０ 
 １（10.0％） 
 ０ 
 ３（25.0％） 
３（25.0％） 
 ３（25.0％） 
 ２（16.7％） 
 ０ 
１（ 8.3％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
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16）教育委員の定数増等について 
 教育委員の定数増については、表 16 によると、「増やす必要はない」と「どちらかとい
えば増やす必要はない」を合わせた回答が市町ともに５割である。また、「増やすべきで
ある」と「どちらかといえば増やすべきである」を合わせた回答が、市では２割、町では
３割強である。また、「どちらともいえない」と回答した教育長や無回答の教育長もおり、
教育委員の定数増に対する考えは、様々であることが窺える。 
表 16 教育委員の定数増についての考え 
Ｑ16 市 町 
１．増やすべきである 
２．どちらかといえば増やすべきである 
３．どちらともいえない 
４．どちらかといえば増やす必要はない 
５．増やす必要はない 
６．わからない 
  （回答なし） 
 １（10.0％） 
 １（10.0％） 
 ２（20.0％） 
 ２（20.0％） 
 ３（30.0％） 
 ０ 
 １（10.0％） 
 ２（16.7％） 
 ２（16.7％） 
１（ 8.3％） 
 ３（25.0％） 
 ３（25.0％） 
 ０ 
１（ 8.3％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
17）教育委員の職務内容の見直しについて 
「教育委員の職務内容の見直し」に対する教育長の回答（表 17 参照）は、市では、「ど
ちらともいえない」と回答した教育長は５割、「そう思わない」と「どちらかといえばそ
う思わない」を合わせた回答が３割で、「わからない」が１割、「回答なしが」１割と意
見に散りばりが見られるが、見直しに賛成の教育長はいない。また、町では、「そう思わ
ない」と「どちらかといえばそう思わない」を合わせた回答が５割を占め、「どちらとも
いえない」が３割強、「回答なし」が１割弱と意見が分かれているものの、見直しに賛成
の教育長は１割弱である。 
表 17「教育委員の職務内容の見直しについての考え」 
Ｑ17 市 町 
１．そう思う 
２．どちらかといえばそう思う 
３．どちらともいえない 
４．どちらかといえばそう思わない 
５．そう思わない 
６．わからない 
  （回答なし） 
 ０ 
０ 
 ５（50.0％） 
 ２（20.0％） 
 １（10.0％） 
 １（10.0％） 
 １（10.0％） 
 ０ 
 １（ 8.3％） 
４（33.3％） 
 ４（33.3％） 
 ２（16.8％） 
 ０ 
 １（ 8.3％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
18） 自由記述欄（教育委員の職務内容の見直しについての教育長の考え） 
Ｑ18 
市 👤 更なる活発な意見具申の必要性。  
👤 現在の本市の委員構成は、様々な経歴の委員が多様な意見を持ちよることができている。 
また、計画的に学校の視察や教育関係以外の市民と懇談する機会も設けており、引き続き  
この取り組みを維持していく。  
👤 教育委員が自由闊達に意見を述べ、子ども達や教育現場のより良い在り方、方向性を決定
していくことはとても大切です。今後も純粋な教育議論ができる環境を保持していきたい。 
👤 どの委員も積極的な姿勢で任務を遂行していただいている。 
町 👤 研修会及び事務局からの情報提供等により、より機能する教育委員会とするため、教育委
員の力量アップが必要と考えます。（※「力量」→適切な表現でないかもしれません。）  
👤 現行を維持していくべきと考えている。  
👤 現在、教育委員４名で構成され、議案、協議、報告等に対し、各委員からはいろんな観点
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から質疑・意見を忌憚なく頂いている。教育委員の職務が広範囲にわたってきている現状は
理解できるが、定数増により百花繚乱になってしまうことが危惧される。  
👤 新学習指導要領では、学校は「社会に開かれた教育課程」を実施することが求められてい
る。教育委員会も、これからは社会に開かれた行政に努めなければならない。情報をオープ
ンにするとともに、県民や市町民と共に歩むことが一層求められている。そうした意識と使
命感を持つことが、教育委員に必要と考える。 
 
その他・自由記述欄 
（平成 27 年４月１日よりスタートした、新教育長や総合教育会議の設置を骨子とした
新しい教育委員会制度全般についての意見） 
 
市 👤・総合教育会議については、様々な教育課題を協議する中で、それに関する意見や考え方、背  
  景に至るまで協議が及び、市長をはじめ、参加者全員に課題の本質を理解していただけるた  
め、非常に意義深いと感じている。  
 ・新教育委員会制度においては、首長との連携・協力が進み、事前協議により多様な意見を聴  
取できるため施策等の精度が高まる一方で、時間的余裕の確保が必要となる。 
町 👤 教育委員会の政治的中立性は、厳に担保されるべきではある。しかしながら、政策を進める  
ためには、予算の支出を伴うことが多い現実がある。このことから、支出執行権者であり責任  
も伴う首長の、教育委員会へのある程度の関与は止むを得ないものと思われる。 
 
４．まとめ 
4.1．総合教育会議の実施状況について 
❖ 総合教育会議の設置時期は、三重県市町の５割ほどが新制度が本格実施された平成 27
年 4 月に設置しており、それ以外の市町では、平成 27 年度中に設置している。また、
大綱の策定時期は、多くの市町で平成 27 年度中に策定しており、それ以外の市町では、
平成 28 年度中に策定している。  
❖ 総合教育会議の事務局については、市では首長部局が７割占め、町では首長部局と教
育委員会事務局との割合が半々である。また、総合教育会議の開催頻度は、多くの市町
が「年に２～３回」と回答している。  
 
4.2．教育長と首長との連携について 
❖ 教育長と首長との連携では、市町の首長の多くは、教育長に教育施策を全面的に委任
し、アイデアも尊重して、政策提言を支援している。また、首長は、政策を発案しても
教育長と事前協議をしており、その傾向は市よりも町の首長の方が強い。  
❖ 教育長と首長との接触・連絡の契機では、市の教育長は週に１回位が多く、殆どが教
育長の方から首長に接触している。また、町の教育長は月に１～２回程度が多く、殆ど
が教育長の方から首長に接触している。 
❖ 参考として、教育長と教育委員との連携についても記述しておく。  
教育委員の果たしている役割では、市町ともに、「地域住民のニーズを伝える」、「政
策のアイデアを提起する」の項目が高かったものの、政策提案は、市町ともにあまり積
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極的になされていない。また、教育長と教育委員との接触・連絡の契機では、市町とも
に教育長は月に１～２回程度であり、教育委員会定例会が月に１回程度が多いことや、
総合教育会議は年２～３回が多いことを考えると、こうした定例会や会議の場において、
教育長と教育委員が接触していることが窺える。 
❖ 教育長と首長との意思疎通の程度では、市町ともに殆どの教育長が意思疎通が図られ
ていると考えており、良好な関係であることが窺える。 
 
4.3．教育委員会の会議の在り方等について 
❖ 多くの教育長は、教育委員会の会議は形骸化しておらず、よく機能していると考えて
いる。また、会議では議論が尽くされており、最後まで対立することはないとしている。 
❖ 教育委員会の活性化策としての会議の運営等の工夫に関しては、十分な審議が行われ
るように、殆どの市では案件を事前に教育委員に説明しているものの、町の６割弱では
そうした体制が十分に整備されていない。また、殆どの市が、会議後に速やかに会議録
を作成しインターネットにより公開しているが、町の５割ではまだそうした体制が取ら
れていない。 
❖ 殆どの市町が、学校などの教育機関に比べ、警察や自治体、経済団体等の訪問は、教
育委員会の活性化策に余りつながらないと捉えている。 
 
4.4．地方教育行政と教育委員会制度に対する教育長の考えについて 
❖ 市町の多くの教育長は、新教育委員会制度に移行後も国や県の影響力に変化を感じて
いないものの、首長の影響力については、やや大きくなったと感じている教育長がいる。 
❖ 新教育委員会制度の実施に伴い、従来に比べ、自治体の特性を生かした教育施策が展
開できた、教育委員会の政策立案能力が向上したと捉えている教育長が市町ともに少な
からずいる一方、７～８割の教育長は、変化を感じていない。 
❖ 首長（部局）との連携については、市町の多くの教育長は進んだと考えており、今後
の教育委員会制度に対しては、市町の大半の教育長が、存続が望ましいと考えている。 
 
4.5．教育長の教育委員兼任制廃止に伴う教育委員会の機能強化に係る教育長の考えにつ 
いて 
❖ 現在の教育委員の研修に関しては、殆どの市が現状のままでよいとしているが、町で
は、考えに散らばりが見られる。また、教育委員の定数増については、「増やす必要は
ない」と考えている教育長が市町ともに５割を占めているものの、それ以外は「増やす
べき」、「どちらともいえない」、「増やす必要はない」など、考えは様々である。  
❖ 教育委員の職務の見直しについては、市では判断しかねる教育長が５割、町では３割
強いるものの、見直しに賛成の教育長は、市町ともに殆ど見られない。  
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５．おわりに 
新教育委員会制度が本格実施されてから２年半が経過しようとしている。調査依頼をし
た三重県市町教育委員会の教育長から戻ってきた回答票の回収率は 75.9％であり、こうし
た高い回収率は、本調査結果の信憑性を高める上で有益であった。改めて、この紙面を借
り、アンケート調査にご協力戴いた教育長の皆様に対し、お礼を申し上げたい。 
なお、本論文は、実施したアンケート調査の概要と全ての設問についての単純集計結果
を抜粋し、まとめたものである。仮説検証というよりは調査の全体像と結果を記述するこ
とを目的としたため、その知見や含意は読み手の関心によっても異なると思われるが、４
の「まとめ」の項目において、本調査から明らかになったことを記述しておいた。また、
今回はデータの全てを詳細に分析・考察し尽したものではないが、今後はこの論文をさら
に細かく分析（クロス集計等を含む）し、考察を進めていきたい。 
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Evaluations of Actual Situations on the New 
Education Board System in Mie Prefecture 
－Report on a Survey of Superintendents in 2018－ 
 
 Mamoru TSUBOI, Naoto ITO 
 
Abstract 
In this thesis, we investigated the awareness and evaluation of new superintendents 
of boards of education, regarding the actual situations of effective use after the new 
education board system started. Our purpose in this survey is to report an overall 
picture of the survey and a general outline of the results. We will list our chief results 
we got from the survey. First, we mention the responses from the heads of local 
governments and the superintendents of boards of education in the question about the 
connections between them below. Many heads of local governments consider that they 
entirely entrust the superintendents of their board of education with the educational 
measures, and many superintendens consider that they come to understand each other. 
A lot of the superintendents feel that the influence of the prefecture or the nation did 
not change after the new education board system started. However the influence of 
their own head of the local government increased a little.「Hand in hand with starting 
the new system, few superintendents see that they could enforce educational measures 
with making the best use of the characteristic of their local governments, on the other 
hand, most of them see that they have no changes.」Most of the superintendents hope 
to keep up the new system. Second, the superintendents are thinking about a 
strengthening measure of boards of education to prohibit the superintendents of a 
board of education from belonging to the board like below. The superintendents of 
urban areas think that they should keep up present trainings of the members of a board 
of education, but the superintendents of rural areas do not think so. As for increasing 
the number of the staff of the members of a board of education, half the number of the 
superintendents believe that they don’t need to do so, but other  superintendents have 
several opinions about increasing the number of members of a board of education. Few 
superintendents agree with reviewing the duties of the members of a board of education. 
 
Keyword 
New education board system, General meeting in education, Connection， 
Head of a local government, New Superintendent in full-time 
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